歴史総合-DX
 1998年（平成10）金融国会

バブル崩壊から8年目の1998年（平成10）の1月から3月にかけて、銀行を検査・監督する立場の大蔵省 （今の財務省）・日本銀行の接待スキャンダルが噴出し、不良債権問題を解決できない構造的な実態が明るみとなった。「金融国会」となった2月には、金融システム問題を抜本解決すべく「緊急措置法」を制定して日本の金融システムに、30兆円の巨額予算が準備され、17 兆円は預金を保護する預金保険機構の特別勘定に組み入れて大型の銀行破綻に備え、残り13兆円を存続可能な銀行に資本注入する資金とする2001年（平成13）3月を時限措置とする枠組みが誕生した。銀行決算が 集中する3月末の会計年度末に狙いを定めて主要21銀行の全てに手を上げさせて1.8兆円を資金注入、6 月には大蔵省の銀行局・証券局の検査部門、日本銀行の考査部門を分離独立させて「金融監督庁（のち、金融庁）」が発足した。10月には金融再生関連の4つの法 案が成立・公布され、バブル景気時に流通業や不動産 会社向けの巨額融資に奔走していた日本長期信用銀行に対し、発行していた長期債券の預金保護をして金融パニックを防ぐため、預金保険法に基づく資金繰り破綻を金融監督庁が求め、この金融国会で成立した「金 融再生法」の施行日に一時国有化を申請させて公的な管理下に置き、11月には史上最大規模の「緊急経済対 策」を打ち、翌12月にはもう一つの懸案銀行だった日 本債券信用銀行も国有化し、一連の金融騒動の大きな山を越すこととなった。この年の失業率は初の4％まで急上昇し、東京都内のホームレスは4000人を突破することとなった。
